福祉用具貸与にかかる介護報酬について
H23.6.6　福島県介護保険室
お問い合わせの多い事項の取り扱いについて、厚生労働省の解釈を確認しましたので、お知らせいたします。以後について、この取り扱いにより適切に取り扱い願います。
（問）
原子力災害対策特別措置法（平成11年法律第156号）第15条第3項の規定による避難のための立退きの対象地域等の自宅において、福祉用具貸与サービスを受けていた者（以下「利用者」という。）が自宅から避難している場合、指定福祉貸与事業所は福祉用具貸与にかかる介護報酬を請求することができるか？
(答)
利用者が避難しても、継続してサービスを提供できている場合は介護報酬を請求することができる。
具体的には、避難先であっても、利用者が継続して当該福祉用具を利用しており、指定福祉用具貸与事業所が、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年3月31日厚生省令第37号）に基づき貸与している福祉用具の機能、安全性、衛生状態等の点検など事業者として適切にサービスを提供できていると認められる場合。
